	化粧品製造業



化粧品の販売は、日本人女性の堅調な需要、加えて、インバウンド向けの販売や輸出増加による需要増が継続している。大阪では製造受託のＯＥＭメーカー、研究開発から引き受けるＯＤＭメーカーが集積し、増加する需要に対応した供給体制を強化している。メーカーは、国内需要向けの高額商品の開発などを行うために研究開発の強化や生産性向上、設備増強など実施し、需要に応えていく。
製品の概要
化粧品は、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」の第二条第三項で、「人の身体を清潔にし、美化し、魅力を増し、容貌を変え、又は皮膚若しくは毛髪を健やかに保つために、身体に塗擦、散布その他これらに類似する方法で使用されることが目的とされている物で、人体に対する作用が緩和なものをいう」と定義されている。
経済産業省『化学工業統計年報』の生産数量（2018年）によれば、シャンプー、ヘアトリートメント、染毛料などの「頭髪用化粧品」が61.1％と最多で、次いで、洗顔クリーム・フォーム、化粧水、美容液などの「皮膚用化粧品」が31.5％と大勢を占める。近年５年の生産数量の推移は、41万トンから46万トンへ10％以上伸長している。
化粧品の出荷は、入学・就職前の３月や夏の紫外線対策に向けて需要が高まる６月、年末年始向けの12月に増えるといった季節性があり、需要に合わせた生産体制が敷かれている。
業界の概要
　化粧品は、「製造業の許可」、市場へ販売するためには「製造販売業の許可」が必要である。業態としては、自ら企画開発・製造して販売まで自社で一貫して行う「製造販売業」、自社工場は持たずに、自社ブランド製品を製造委託して市場へ販売する「ファブレス型製造販売業」、企画開発や製造は行うが自社ブランドで市場へ販売せずに製造販売業者へ引渡す「ＯＥＭ：Original Equipment Manufacturing、もしくはＯＤＭ：Original Design Manufacturing（研究開発も請負）型製造業」等がみられる。
　化粧品を製造する企業について規模構造をみると、大企業と中小企業が市場を二分する並存型業種であり、中小企業の中でも比較的規模の大きい企業が業界をけん引している。
化粧品の流通経路は、大手メーカーによる独自の流通経路である系列の化粧品専門店、百貨店、量販店、ドラッグストアなどの薬局・薬店といった店舗販売、訪問販売、通信販売、美容室向けの業務用ルートなど多様である。このうち、訪問販売の割合は、共働き世帯の増加等により低下してきた。また、ドラッグストアや通信販売の台頭などにより化粧品専門店の割合も低下している。2016年の業態別販売割合では、薬局・薬店が28.8％と最も多く、通信販売（16.6％）、量販店（15.1％）、化粧品店（13.3％）、訪問販売（12.1％）、百貨店（7.6％）と推定され、近年の動きでは薬局・薬店、量販店、百貨店での増加がみてとれる（週刊粧業出版局編『2018 cosmetics in japan　日本の化粧品総覧』）。
大阪の地位と特徴
化粧品製造業は、関東では東京都、埼玉県、神奈川県、静岡県で、関西では大阪府、兵庫県、滋賀県などに立地する事業所が多い。経済産業省「工業統計表（産業細分類別統計表）」によると、大阪府内の「化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業」は、64事業所で、従業者数は4,830人、製造品出荷額等は1,980億円で（従業者4人以上の統計、2017年）、全国に占める割合は、それぞれ13.5％、12.3％、11.0％である。
販売は堅調である
化粧品の販売は、近年、数量・金額ともに緩やかな増加基調にある。2017年には国内販売数量が30億個を超え（対前年比2.9％増）、販売金額は1兆6,325億円（対前年比7.0％増）となり、2018年にも販売数量、販売金額とも対前年比約４％増となっている。また、大阪府での生産金額では、2017年一度落ち込みはあったものの、2018年に再び増加した（表１）。
本年1－3月、4－5月期での全国での販売数量・金額とも増加基調は変わらず、堅調に推移している。大阪府の生産金額はやや減少傾向もみられるが、組合・企業ヒアリングによれば、生産・販売ともに堅調との見方である。
景況感は総じて堅調
府内企業の聞き取り調査からは、インバウンド需要については、ＳＮＳで評判になった商品の売上が急増する動きが2014年秋頃から活発になったという声が聞かれる。また、大手ＯＤＭメーカーでは海外進出した現地ブランドへＯＥＭ供給することで業況拡大していることもあり、今後は、国内市場で培った技術やノウハウを海外展開させる動きも加速するとみている。
また、訪問販売会社が開発した「しわ改善美容液」
は、長年の研究により医薬部外品で効用を訴求できるもの（日本初承認：シワを改善する医薬部外品として2016年7月に初承認された製品）となり、現在も市場をけん引する（2017年１月販売から2018年9月までの累計販売実績は約154万個とみる）。他社も追随し、高額基礎化粧品の売上は堅調である。
食品・包装メーカーなど他分野からＯＥＭを開始したり、また、ファブレス企業として新たなブランドを立ち上げたりするなど市場参入の活発化が続く。国内需要とインバウンド需要への対応のためであり、業界の変化が活発化している。
輸出は増加基調
2017年の化粧品の輸出額は約3,716億円（前年比38.8％増加）、輸入額は約2,462億円（前年比7.4％増加）である（財務省（2017）『化粧品輸出入額対前年地域別比較表』）。輸出は、中華人民共和国、香港、大韓民国、台湾の順であり、東アジア向けが上位を占める。一方、輸入は、フランス、アメリカ合衆国といった欧米諸国からが多いが、欧米資本がタイで生産するなど東アジアからの輸入品も少なくない。
現地需要向けに中国やベトナムでの操業を開始する企業が散見される。
採算は概ね堅調
価格弾力性が高い商品ではないため、販売単価は、比較的安定している。売上が伸びたしわ改善美容液は高額であることから、売上ブームの反動減を懸念したが、底堅く一定市場を形成し、安定した販売となった。後続メーカーも高額品の販売が堅調であり、採算性に優れる利幅の高いものである。
一方、原材料や容器が原料の調達が追い付かず２年前から不足気味であったが、今年になってほぼ解消した。しかし、供給不安と調達金額のコスト高は継続しているとのことである。
設備投資は一部で積極的
設備投資は、業況が拡大していることを受け、キャパシティの強化などが図られている。特に、ＯＤＭメーカーでは新たな製品開発に向けた試験装置、検査装置の導入が進む。
加えて、海外需要に応えるため海外の現地において設備投資をする企業や、他社から工場を取得する企業の動きなどがみられる。
採用意欲は強いが、格差あり
業績堅調な企業では、採用意欲は旺盛である。特に、ＯＤＭメーカーでは製品開発を担う研究者の採用希望が強い。ただ、そうした優秀な化学系の研究者は他業界と奪い合いの状況にあり、採用率を高めるには、好待遇な雇用条件の提示、働きやすい職場環境の伝達など就職希望者への伝達に工夫をこらし、企業の選択意欲を高める必要がある。ただ、規模の格差が開きつつあるという。
外部環境、各種規制等への対応
ＴＰＰ11、日欧経済連携協定、米中貿易摩擦について、ほとんど影響はみられないとのことである。しかし、中国の景気後退、2019年１月施行の「中華人民共和国電子商務法（中国電子取引法）」により爆買いの収束はインバウンド需要や輸出に対して、少なからず影響が出ている。
他方、化粧品の製品化には毒性試験などにおいて動物実験が一部で実施されている。ＥＵ経済圏では実験禁止が進んでおり、日本でも対応が求められている。国内では数十社が、動物実験に拠らない原材料のみの使用を表明するが、一方、他では対応に苦慮するとの声がある。
また、近年取沙汰されているマイクロプラスチックによる環境への影響について、本業界では洗顔料を始めとする化粧品材料に数ミクロンのポリエチレン等が使用されている。そのため、2016年に日本化粧品工業連合会が会員向けに使用の自主規制を要請し、代替材として天然由来のセルロースやコーンスターチ、ＰＬＡ（生分解性プラスチック）への移行が進む。また、包装容器の脱プラスチック化に関して、技術保有企業への投資を含めて、対応を考えているとの企業がある。
今後の見通し
[bookmark: _GoBack]インバウンド需要は一時的なものとの認識から、安定的・長期的な需要であるとの認識へ変化しつつある。それに呼応した生産体制および設備投資に本腰が入りつつある。現在、「日本製」がインバウンド客から好んで選択購買されていることから、大手企業では生産拠点を日本に戻す動きがみられる。そうなれば、生産設備を有しないメーカーは、ＯＥＭ・ＯＤＭへ生産委託がさらに進むとみられている。
今後は、新たな価値のある製品開発を行うことで需要を喚起したいという声があるなど見通しは明るい。
（松下　隆）
※前回の調査時期は、2016年7～9月期

表１　化粧品販売（生産）の推移

資料：経済産業省「化学工業統計」
（注）企業（委託先企業を含む）全体の従事者が30名以上の企業。金額等の右欄は、前年（同期）増加率。
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2016年 2,921 0.2 15,251 1.2 1,558 -2.7 8.9

2017年 3,005 2.9 16,325 7.0 1,356-13.0 8.8

2018年 3,122 3.9 16,941 3.8 1,427 5.2 8.5

2019年

　1～3月

746 3.4 4,121 5.7 355 11.5 8.9

　4～5月

535 2.0 2,898 3.2 218-17.0 8.0
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